	印刷・同関連業(平成30年７～９月期)


紙媒体の保存、一覧などの特性が評価される一方、メディアの多様化により、市場全体は縮小している。出版や商業の各分野の落ち込みが大きく、売上高は数パーセントから１割程度減少し、利益水準も低調である。比較的安定して推移しているのは、日用品(食品､飲料､化粧品など)の軟包装、情報開示向け、ＢＰＯやソリューションの戦略を有する事業である。
業界の概要
印刷業は、印刷物を受注生産し、情報の処理・伝達・価値の向上に寄与する。標準的な工程は、【(1)プリプレス工程(①原稿：企画・編集･デザイン→②組版･版下･製版による原版制作：ＤＴＰ･フィルム製版)→(2)プレス工程(③刷版→④印刷及び印刷製品)→(3)ポストプレス工程(⑤裁断･折り･光沢加工･製本)】で、デジタル印刷では、版下、製版、刷版が不要になる。印刷方法は、出荷額が大きい順に「平版」(オフセット)、「その他」(特殊･フォーム･シール等)、「凸版」(活版､フレキソ等)、「凹版」(グラビア印刷等)などがある。多品種少量多工程生産の労働集約的産業で、工程の一部を外注で分担する企業も多く、事業所は、従業員300人未満が99.7％、１～３人が44％を占め(総務省統計局『平成28年経済センサス-活動調査』)、売上高の上位集中度が高い。事業展開地域は、顧客等と連絡調整が多いため地域密着的だが、通信手段の発達により広域化している。
製造業全体の占有率(平成28年)は、事業所数5.5％、従業者数3.4％、製造品出荷額等1.7％で、市場規模は製造品出荷額ベースで約５兆円である(経済産業省『平成29年工業統計調査(確報)』)。矢野経済研究所によると、市場規模はリーマンショック(20年秋)と東日本大震災(23年３月)の影響で約1.3兆円の大幅縮小となり、以後縮小速度が加速した。28年は前年10月以降のマイナンバー特需の喪失やインバウンド需要の沈静化で減少幅が大きかったが、29年は10年ぶりに増加に転じた。市場は縮小傾向だが、軟包装(ラミネートや製袋含む)や紙器などのパッケージの印刷は、食品や日用品などの需要が、大きな伸びは期待できないが安定した推移を見込め、シール･ラベル印刷も堅調に推移する予測を示している。また、印刷分野を横断したサービスとして、受発注にネットを活用した印刷通販やデジタル印刷機を活用したデジタル印刷の市場が拡大している(矢野経済研究所[2018]「創立60周年記念誌」65頁)。

大阪の地位
28年は(従業者４人以上の事業所)、事業所数1,166(対全国比11.0％)、従業者数24,713(9.5％)、現金給与総額1,003億56百万円(9.6％)、原材料使用額等2,488億74百万円(9.6％)、製造品出荷額等4,820億68百万円(9.4％)、付加価値額(従業者29人以下は粗付加価値額)2,080億22百万円(9.4％)で、全国の約１割を占める。事業所は東京都についで多いが、そのほかは東京都と埼玉県についで全国３位である(経済産業省『平成29年工業統計調査(確報)』)。
大阪は東京の約５～６割の規模で、東京に出版印刷が集中し、凸版印刷㈱や大日本印刷㈱などの大企業が立地するのに対し、大阪は広告折込みなどの商業印刷の比重が高く、カタログ通販からネット販売への移行、官公需や出版物の減少及び内製化、個人印刷への移行により受注が減少している。受注競争と単価の下落は、収益悪化や後継者難を招き、事業所、従業者、出荷額が減少している。状況は厳しいが、全国的にインバウンドの影響が大きく、景況の好材料の一つと考える企業もみられる。
業績は悪化傾向
公益社団法人日本印刷技術協会(JAGAT)の調査では、29年度の会員企業の売上高は３年連続の減少となり減少幅は２年連続で拡大し、営業利益率は1.6％と４年連続１％台にとどまった。リーマンショック以降の長期的回復局面の終了や商業印刷が３年連続で減少した影響が大きく、総合印刷(地方部に事業所が多い)や出版印刷も前年比5.8％の減少で15年連続の減少になる落ち込みになったほか、成長傾向がみられた包装印刷･特殊印刷や事務用印刷も頭打ちの状況がみられる結果が明らかになった。従業員規模が大きいほど業績が良く、その要因は、事業領域の総合化、ＢＰＯ(business process outsourcing)やソリューションビジネス、総合メディア業など、顧客の課題解決支援が好業績に寄与する事業戦略だと指摘している(『JAGAT印刷産業経営動向調査2018』)。
府内事業者の受注･売上の状況は、受注先業界の景況によるが、インターネットや多機能携帯電話など多様なメディアの主流化と紙媒体から電子への移行の影響を受けて数パーセントから１割程度減少しているが、一部の企業では下げ止まり感もみられる。需要を下支えしていたインバウンド関連が一巡する兆しがみられる中で堅調に推移しているのは、食品や化粧品の包装などの付加価値の高い特殊印刷で、大手の流通や物流、スマート家電、高級食料品、化粧品等のシール印刷も比較的堅調に推移している。西日本集中豪雨の影響は少ないとみられる。収益性は、需要減少の影響で悪化傾向がみられ、材料費の７～８割を占める用紙と１割程度を占めるインキの価格が上昇する懸念もあるが、資金繰りに大きな影響を及ぼすまでには至っていない。
設備投資はやや慎重

JAGATの調査は、30年４月から31年３月の投資が41.7％の企業で前期以上、40.7％の企業で前期並みの予定で、人材不足や従業員の高齢化に対応する自動化や省力化の投資意欲が高いことを明らかにしている。府内では、コスト削減(印刷資材や環境負荷の削減など)、自動化、品質向上(印刷面の点検など)の投資がみられるほか、電子化(デジタル化)などへの印刷技術の革新と変化の速度が速く、法定耐用年数によらず一定の技術革新と設備更新が必要になる。革新目的の設備投資意欲は企業差がみられ、償却ができないなどの見通しから全般的には慎重で活発な状況とはいえないが、｢ものづくり補助金制度｣が、設備投資意欲を喚起し後押ししているとの声が聞かれた。
作業環境の改善及び人材の確保とその多様化が課題
作業環境は、長時間労働や交代勤務など良いとはいえず、オフセット印刷オペレータなどの現場の人材不足感は大きい。人材確保と雇用維持に向けて働き方改革が浸透し、同時にAI･IoTを活用するスマート化により、人材不足にさらに対応する取組が進展すると考えられている。紙以外の手段で情報の創出･価値向上を志向する企業も多く、営業、デザイン、ITなどの多様な人材を求めているが、働き方が多様になるため、インターンシップ、女性の雇用、コミュニケーションを図るなどに積極的に継続して取り組む企業は、新卒･中途ともに人材の確保･定着に結び付いている。
今後の見通し

受け身の受注が主体の企業の業績は厳しく、印刷事業を情報産業やソリューションビジネスに位置付けて取引先のニーズに深く関与し、外部経営環境の変化に柔軟に対応している企業は好調で、業界内で二極化が進んでいる。今後、｢スペシャルショップ(特殊印刷専門等)｣｢量販店型印刷企業(多品種小ロット印刷)｣｢経営者が世代交代し構造転換できる企業」｢発注者の企画に参画する提案型(クリエイティブ)｣の志向が求められている(大阪府,平成25年度調査)。短期的には、企業合併や大阪府から他地域への事業所の移転、紙需要の減少などの外部経営環境の変化と自然災害などがマイナスの影響をもたらすことが懸念される一方、一部にとどまるが、東京オリンピックなどによる景気浮揚効果に期待する声も聞かれた。多くの企業が、短期長期の見通しから、受注先のニーズの先取りや深耕につながる営業活動と、そのニーズに応じた一定の技術革新の取組みの必要性を認識している。
(天野　敏昭)
※前回の調査時期は、平成25年10～12月期
図表１　印刷・同関連業の事業所数・従業者数・製造品出荷額等(大阪府・全国)
	年
	印刷・同関連業

(印刷業／製版業／製本業、印刷物加工業／

印刷関連サービス業)
	大阪府
	全国

	
	
	事業

所数
	従業者数
(人)
	製造品出荷額等(百万円)
	事業

所数
	従業者数
(人)
	製造品出荷額等(百万円)

	平成24
	印刷・同関連業
	1,452
	26,716
	470,191
	12,830
	281,104
	5,481,652

	25
	印刷・同関連業
	1,379
	26,153
	468,988
	12,200
	276,620
	5,420,686

	26
	印刷・同関連業
	1,310
	25,194
	459,105
	11,664
	268,880
	5,415,918

	27
	印刷・同関連業
	1,394
	25,351
	476,043
	12,185
	263,891
	5,357,107

	28
	印刷・同関連業
	1,166
	24,713
	482,068
	10,589
	260,164
	5,107,389

	
	◎印刷業
	861
	19,731
	414,239
	8,495
	219,136
	4,598,569

	
	オフセット印刷業(紙に対するもの)
	556
	13,862
	304,032
	6,447
	161,031
	3,256,316

	
	オフセット印刷以外の印刷業(紙に対するもの)
	89
	1,726
	40,144
	660
	20,133
	489,918

	
	紙以外の印刷業
	216
	4,143
	70,062
	1,388
	37,972
	852,334

	
	◎製版業
	79
	2,050
	35,642
	569
	16,970
	266,168

	
	◎製本業、印刷物加工業
	211
	2,757
	29,376
	1,462
	22,132
	220,774

	
	製本業
	79
	1,004
	8,728
	788
	13,613
	135,640

	
	印刷物加工業
	132
	1,753
	20,647
	674
	8,519
	85,134

	
	◎印刷関連サービス業
	15
	175
	2,811
	63
	1,926
	21,879

	28
	製造業計
	15,990
	436,048
	15,819,650
	191,339
	7,571,369
	302,035,590


資料：経済産業省「工業統計表(産業編)」
注：従業者４人以上の事業所。27年は、「平成28年経済センサス－活動調査結果(製造業)」の従業者４人以上の事業所の数値で、製造品出荷額等には個人経営調査票の数値は含まれない。
図表２　印刷業の生産・出荷・在庫の動向(生産指数)
	年
	月
	大阪府(22年＝100.0)
	全国(22年＝100.0)
	近畿地域(22年＝100.0)

	
	
	生産
	出荷
	生産
	出荷
	生産
	出荷

	平成24
	
	90.8
	90.7
	96.3
	96.3
	99.9
	99.5

	25
	
	83.1
	83.1
	92.4
	92.4
	97.7
	97.4

	26
	
	62.9
	63.1
	90.7
	90.7
	81.6
	81.3

	27
	
	76.1
	76.2
	88.6
	88.5
	83.5
	82.9

	28
	
	71.3
	71.5
	86.7
	86.6
	78.2
	77.5 

	29
	
	69.0
	69.1
	83.5
	83.4
	71.8
	71.1

	30
	１～３月
	68.3
	68.6
	82.0
	82.0
	69.8
	69.2

	
	４～６月
	71.9
	72.1
	81.7
	81.6
	67.9
	67.3

	30
	７月
	－
	－
	81.3
	81.2
	速報値64.8
	速報値64.3


資料：大阪府統計課「大阪府工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」、近畿経済産業局「鉱工業指数」

注：年の数値は原指数、その他は季節調整済指数。
大阪産業経済リサーチセンター
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